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令和７年度第２回島田市男女共同参画推進委員会 会議要録 

 

１ 日 時 令和７年 11月 28日（金）19：00～20：50 

 

２ 場 所 島田市役所 大会議室西 

 

３ 出席者 委 員：５人 犬塚協太 氏、松浦優子 氏、丸尾友美恵 氏、増田せつ子 氏、林邦彦 氏 

      関係課：８課／11人 

・商工課     ：北川書記 

・生活安心課   ：山本係長 

・包括ケア推進課 ：大村主任保健師、米澤係長 

・危機管理課   ：廣澤主事 

・子育て応援課  ：西村主査、金岡課長補佐 

・健康づくり課  ：兼岩保健師、古荘係長 

・学校教育課   ：志村指導主事、中村主席指導主事 

      事務局：地域生活部 市民協働課／４人  

齋藤部長、林課長、川本課長補佐、天草会計年度任用職員 

 

４ 内 容 

(１)開会 ／ 地域生活部長あいさつ 

 

(２)事業ヒアリングの進め方について／事務局説明 

・事業ヒアリングは、委員から質問のあった 21事業のうち、(１)～(10)の 10事業(８課)を実施

する。順番は次第のとおり。 

・１事業につき、10分を目途に行う。 

・初めに委員長が概要（質問の趣旨や回答）を説明し、その後、委員からの質問に対して担当課

が回答する。 

・事業番号 28、29の事業は、回答内容に変更が生じたため差し替えをお願いしたい。 

 

(３)事業ヒアリングについて／８課 
 

① 商工課 ／ 事業番号 61  

事業名：女性の就労機会の創出について 
 

【Ａ委員】 

・５年間の目標値の変動が少ない理由が回答に記載されており、参加値が上回っているのはわか

るが、なぜ女性が活躍する必要がわかっているのに目標値が低めに設定されているのか。 

・もう少し高い目標値の設定を望みたい。 

【商工課】 
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・あまりにも高い目標値を設定して、現状とかけ離れてしまわないように設定している。 

【Ａ委員】 

・段階的に目標値は上がっていくのか？ 

【商工課】 

・目標値は年度ごとに上がる設定となっていないため、持ち帰り確認させていただきたい。 

【Ｂ委員】 

・目標値は通常上がっていくものだと思う。令和５年度の実績値よりも低く設定されていること

について、後日回答をお願いしたい。 

 

② 生活安心課 ／ 事業番号９  

事業名：小中学校、幼稚園、保育園における人権教育事業の開催 
 

【Ｃ委員】 

・実施計画書の具体的取組に「教育現場における男女の人権を尊重する教育や学習の充実」とあ

るが、教育現場以外の場でも求められていると思う。 

・もう少し広い範囲での実施を検討してもらえないか。 

【生活安心課】 

・学校以外にも、高齢者・障害者へ向けた人権出前講座を実施している。 

・コロナ下は高齢者施設では実施できなかったが、令和７年度は１施設で実施できた。 

・令和５年度は島田学園付属幼稚園でも実施することができた。 

・実施する学校は前年度に決めている。 

・令和６年度から高校へも実施しようということとなり、〇〇高等学校へ依頼したが、カリキュ

ラムの関係で実施できなかった。 

・人権教室は人権擁護委員が役割分担をして、打合せから講師までを担っている。 

・人権のテーマは多岐に渡るため、委員は常に勉強しながら実施している。 

【Ｃ委員】 

・委員を中心に活発に取り組んでいることがわかった。 

・実施計画書の事業名が、「教育現場における…」と限定されているため、ターゲットを広げた事

業名に変更した方が良いと思う。 

【生活安心課】 

・今後検討する。 

【Ａ委員】 

・高校での実施に至らないということだが、依頼はいつ頃行っているのか。 

【生活安心課】 

・令和６年度は６月頃に依頼を行ったが、1月にはカリキュラムが確定しており実施は難しいと

の回答があった。 

・令和７年度は令和７年１月（令和６年度）に依頼を行った。 

・人権教室を見学してから導入を検討したいとのことであったため、見学日の調整を行ったが日

程が合わず見学していただけなかった。 
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・本年度４月に再度依頼したが、実施には結びつかなかった。 

【Ｂ委員】 

・カリキュラムが 1月に固まっているのであれば、1月の依頼では遅く、秋には予算決めが行わ

れること等を考えると、少なくとも夏頃には依頼した方が良いのではないか。 

・高校（学校）への依頼が大変だという事情はよくわかる。 

 

③ 生活安心課・包括ケア推進課 ／ 事業番号 28・29  

事業名：常設・定例(人権)市民相談/高齢者相談・支援 
 

【Ｄ委員】 

・実施計画書の同じページに並んで書いてあったので不思議に思い、２つの取組の違いを知りた

かったため質問したが、事業ヒアリングシートの回答で理解した。 

・担当課から補足があれば伺いたい。 

【生活安心課】 

・計画では人権相談のみ挙げているが、それ以外の相談もあわせると、令和６年度の相談件数は

1,382件だった。 

・一般相談でも人権に関連する相談が多くあるが、カテゴリー分けの集計は難しい。 

【Ｄ委員】 

・包括支援センターは高齢者分野という認識でよいか。 

【包括ケア推進課】 

・包括支援センターは市内６箇所の法人に委託しており、毎月の相談件数を集計している。 

・令和６年度の相談件数は、権利擁護に関する相談以外も合わせると 10,138件だった。 

【Ｄ委員】 

・生活安心課と包括ケア推進課の事業内容は似ているので協力し合えたら良いと思う。 

・連携はしているのか。 

【包括ケア推進課】 

・高齢者が生活安心課に相談する場合もあり、また包括支援センターへの相談者を必要に応じて

生活安心課につなぐこともある。 

・相談者の状況に応じて必要と判断したときには、両者が適切に連携を図るよう努めている。 

【Ｄ委員】 

・利用者から見て、自分の課題に合った相談ができる窓口がどちらなのか分かるものなのか。 

【包括ケア推進課】 

・包括支援センターが高齢者の専門窓口であることを知らず、生活安心課へ相談に来た方につい

ては、生活安心課から包括支援センターへつなぐ対応を行っている。 

・また、どの窓口に相談いただいても、適切な相談窓口へつなげる体制を整えている。 

 

④ 危機管理課 ／ 事業番号 68  

事業名：消防団、避難所運営会議等の地域防災活動における女性の登用促進 
 

【Ｅ委員】 
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・市内全体で女性を意識した呼びかけや取り組みが実現されているかどうか確認したい。 

・自主防災会において役員でない場合は、会議に参加しづらい印象がある。 

・これは危機管理課だけではなく市民協働課にも関係する話であるが、運営会議で女性参加を呼    

びかけるだけでなく、自治会の役員に積極的に女性を増やす施策を検討し実行しなければ、女

性参加の割合はなかなか向上しないのではないかと懸念している。 

【危機管理課】 

・避難所運営組織は、複数の自主防災組織を集めて構成されている。 

・要望が寄せられた地域に対して、防災講座を積極的に実施している。 

・また、避難所運営に関する意見交換では、「女性の声を反映することが重要」という意見を受け、

可能な限り女性の参加を促す取り組みを進めている。 

【Ｅ委員】 

・防災委員長会議を年に３回実施していると思うが、その場でも女性参加を積極的に呼びかけて

ほしい。 

・さらに、「女性参加」をテーマとした研修会の実施や、女性参加の促進に成功している自治体の

先進事例を紹介するなどの取り組みを行ってはどうか。 

【危機管理課】 

・本年度は防災委員長会議を３回実施した。加えて、市内の自主防災会を集めて会議を開催した。 

・今後もこうした場を活用し、女性参加の課題について説明しながら、参加率の向上に努めてい

きたい。 

【Ｂ委員】 

・希望があった場所に対する講座の実施にとどまらず、市が主体的にアプローチを行うことで、

参加者を増やしていく必要があるのではないか。 

・市が単に地域に委ねるのではなく、「地域が自主的に行動を起こすためのきっかけや素材を提供

する」という意識を持ち、積極的に働きかける姿勢が大事だと思う。 

 

⑤ 子育て応援課 ／ 事業番号 25  

事業名：暴力をなくす運動や児童虐待防止推進月間に合わせた暴力根絶 

の啓発活動 
 

【Ｄ委員】 

・令和６年度の実績（啓発事業参加人数）が 24人なのに対し、令和 10年度の目標値が 15人と設

定されているのは、少ない印象を受ける。目標値をもう少し引き上げた方が良いのではないか。 

【子育て応援課】 

・令和６年度は島田市が当番市だったため、参加人数が多い実績値となっている。 

・本年度は当番市ではなかったが、その状況を補う取り組みを行い、結果として 22人の参加があ

った。 

【Ｄ委員】 

・この事業は、主にチラシなどを配布する啓発活動が中心になっているのか。 

【子育て応援課】 
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・委員がおっしゃる通り、啓発活動が主となる事業 

・具体的には、チラシやティッシュ、相談先が記載されたカード類を袋に詰め、児童虐待防止の

象徴であるオレンジリボンに因み、スタッフがオレンジのジャンパーを着用して配布活動を行

っている。 

【Ｄ委員】 

・チラシを配布するだけで、子どもたちへの支援が十分に行き届くのかと疑問に感じる。 

・チラシ以外に、他の解決策や広報手段を検討する必要があるのではないか。 

【Ｂ委員】 

・この事業は、被害を発見した第三者が通報できるよう、大人を対象に啓発することを目的とし

ている。 

・しかしながら、子どもが被害者とならないための対策も重要なため、子どもたちへの相談窓口

の周知活動など、より幅広い世代に向けた取り組みを実施してほしい。 

【Ａ委員】 

・啓発リーフレットは誰が作成し、どこに配布されているのか。 

【子育て応援課】 

・啓発リーフレットは国が作成したもので、市には毎年 500枚が送付される。 

・市が児童虐待防止推進月間などに街頭で配布している。 

・さらに、啓発用の大型ポスターも併せて送付されており、これについては市内の各学校に配布

し掲示していただいている。 

 

⑥ 健康づくり課、子育て応援課 ／ 事業番号 17  

事業名：妊産婦や乳幼児を持つ親を対象とした講座・相談 
 

【Ｅ委員】 

・初めての育児で不安や悩みを抱える夫婦が、こうした講座に参加することで、「悩みや不安が自

分だけの問題ではない」と感じられる点は、とても良いことだと思う。 

・講座の実績も良好であることが確認できて安心できた。 

・この講座が育児仲間を作る場として、十分に機能していると感じる。 

【健康づくり課】 

・市（健康づくり課）としては、育児の仲間づくりを目的に取り組んでいる。一方で病院は普及

啓発を目的に取り組んでいる。 

・少しポジティブな話題としては、本年度の母子手帳の配布数が、前年度よりやや増加している

状況にある。 

・今後も、夫婦が良い環境で安心して子育てに取り組めるよう、支援を継続していく。 

【Ｂ委員】 

・近年、若い女性の都市部への流出が自治体にとって大きな課題となっている。 

・若い女性が地元に住み続け、安心して産み育てたいと思える環境づくりが重要と考える。 

・この点が自治体の存続や運命を左右しかねない課題である。 

・さらに、対外的にも情報を積極的に発信することで、こうした取り組みを幅広い層に認知して
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もらう必要があると思う。 

 

⑦⑧ 学校教育課 ／ 事業番号 14  

事業名：PTA活動等学校行事への参加の促進 
 

【Ｃ委員】 

・学校ごとに状況は異なると思うが、ひとり親世帯の増加など家庭環境の変化によって、PTAへ

の加入を希望しない、あるいは役員を引き受ける人が減っているといった課題を認識している

か。 

【学校教育課】 

・比較的、課題としては少ないものの、「PTAに必ず入らなければならないのか」といった疑問や

問題は存在している。 

・PTAの加入は強制ではなく任意参加である。 

・学校では、奉仕活動の際に男女どちらが参加しても対応できるよう、窓拭きや力仕事など多様

な役割を用意している。 

【Ｃ委員】 

・PTA活動は、学校が関与しないのか。それとも連携をしているのか。 

【学校教育課】 

・PTAの名称通り、Ｐ（ペアレント＝親）とＴ（ティーチャー＝教員）の協力体制が前提となっ

ているため、学校側も PTA活動に全面的に協力している。 

【Ｃ委員】 

・新しく親になった人たちは PTA活動に参加できているか。 

・また、親が PTAに参加していない場合、子どもがその影響を受けるようなことはないのか。 

【学校教育課】 

・現在、学校側から「PTAに参加する親が減っている」「協力を得られず困っている」といった声

は特に聞かれていない。 

・親が PTAに参加していなくても、子どもが影響を受けることはない。 

【Ａ委員】 

・実施計画書では「PTA活動行事への参加の促進」という取組名称があり、計画値が 100％と設定

されている。参加の促進を目的とした数値である場合、測定方法は現状のままで問題ないのか。 

【学校教育課】 

・「参加の促進」については、すべての学校で夫婦どちらが参加しても良いというスタンスで設定

している。 

・多様な家庭が学校行事に参加できるよう配慮し、全学校での実施を推進していることが、参加

促進の力になっていると考えている。 

【Ｂ委員】 

・男女のどちらも参加しているとは思うが、回答内容で父親の参加を挙げている点を見ると、現

状では父親の参加が少なく、女性に偏っているのではないかとも思う。実態はどうか。 

【学校教育課】 
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・具体的な数値ではなく、肌感覚での回答となるが、親睦を深めるための行事ではテント設営や

大型の機材運びなどで父親が積極的に参加している様子が見受けられる。 

・清掃活動などは、以前は母親の参加が多かったが、最近では子ども連れで参加する父親が増え

ている傾向が見られる。 

【Ｂ委員】 

・このような変化は良い傾向だと思う。今後、さらに男性の参加が増えていくことを期待したい。 

・PTA活動において、役職に就いている人の男女比率はどうか。 

・計画の指標に限らず、PTAを通じた男女共同参画への取り組みを進めてほしい。 

【学校教育課】 

・PTA役員は月に 1回夜間の会合があるため、家庭の状況によって男性が出席する傾向が見受け

られる。 

・夜間は女性が家事や育児を担う家庭が多いことが、男性の参加につながっているのではと思わ

れる。 

・女性の PTA会長がいる例もあり、学校としては役職にどの性別が就いても支障はなく歓迎して

いる。 

【Ｂ委員】 

・危機管理課とのヒアリングでも話題にしたが、各家庭の判断に任せるという受け身の姿勢だけ

では現状が大きく変わる可能性は低いと思う。 

・「女性が PTA会長に就いても問題ない」「男性が積極的に参加してほしい」といった趣旨を、市

として積極的に発信することが必要だと考える。 

【Ａ委員】 

・私の知り合いに、妻が専業主婦、夫が単身赴任中で市内にいないという家庭がある。その家庭

では、妻が人前で話すことに抵抗があるため、夫が PTA会長を務めたということであった。 

・PTA会長には「人前で話す必要がある」というイメージから、女性が参加をためらうケースも

あるように思う。 

・こうしたハードルを下げる方法を示すことで、女性も役職に意欲的に挑戦できるようになるの

ではないかと思う。 

 

⑨ 学校教育課 ／ 事業番号 11  

事業名：性別に捉われない進路指導の実施 
 

【Ｂ委員】 

・性別にとらわれない進路指導は重要で、子どもたちが自身の進路を選択する際の動機付けとし

て機能すると思う。 

・しかし、ジェンダー問題の多くは社会に出てから経験することが多いため、子どもたちが社会

に出た後でジェンダーギャップに苦しむのではないかと危惧している。 

・子どもたちに夢を描かせたり、多様性のある未来を想像させたりする取り組みは素晴らしいと

感じる一方で、社会の現実をどのように伝えようと考えているのか伺いたい。 

【学校教育課】 
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・市が対象としているのは主に小中学生であるため、ジェンダーギャップに直面する前の段階と

して、「将来こうありたい」と子どもたちに夢や目標を描かせることが、我々の重要な役割であ

ると考えている。 

【Ｂ委員】 

・子どもたちの発達段階に応じて伝えるべき内容も変わるのではないか。 

・小学生にとっては少し早いとしても、中学生の段階からは、ロールモデルを示すとともに、社

会背景と合わせて「夢」と「現実」のギャップが生じる理由を段階的に教えていくことも必要

だと思う。 

 

⑩ 市民協働課 ／ 事業番号５  

事業名：啓発推進員の活動の拡充 
 

【Ａ委員】 

・計画値では啓発推進員が５人となっているが、令和６年度は３人に留まっている。 

・この減少は、周知が不足していたということか。 

【市民協働課】 

・啓発推進員の任期は２年間であり、令和６年度末で任期満了となった。 

・令和７年度からの更新に向けて、令和６年度中の周知方法が十分ではなかったのではないかと

考えている。 

・さらに、啓発推進員の活動内容が、紙媒体での情報誌作成から WEBサイト「情報サイト：しま

だパレット」への情報発信に移行したことで、少人数でも活動が可能となった背景はある。 

・新規メンバーが増えていない点は当課としても課題と認識している。 

・本年度は、女性フォーラムや企業との意見交換会などで「情報サイト：しまだパレット」や啓

発推進員の活動をＰＲした。 

・啓発推進員になりたいという連絡をいただいた方が 1人いたが、活動日程の調整がつかず登録

に至らなかった。 

・来年 1～２月に開催予定の市民向けセミナー、企業向けセミナー、性の多様性セミナーの場で

も、「情報サイト：しまだパレット」や啓発推進員の活動をＰＲする予定。 

【Ａ委員】 

・啓発推進員の活動は、数年前までは紙媒体での情報誌の編集・発行がメインだったが、現在は

どうなっているか。 

【市民協働課】 

・令和６年度からは、情報サイト上でのコラム掲載や地元企業への取材をメインに活動していた

だいている。 

【Ａ委員】 

・活動内容をさらに拡充することは考えられないか。 

【市民協働課】 

・次年度は、新しい取り組みとして啓発推進員が地元ラジオ「ＦＭしまだ」を活用して情報発信

を行うことを検討している。 
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・啓発推進員の皆さんは、育児や仕事と両立しながら活動されているため、過度な負担が掛から

ないよう配慮が必要だと考えている。 

・次年度の具体的な活動内容については、毎月開催している啓発推進員会議を通じて推進員の皆

さんと話し合いながら決める予定。 

・活動の拡充方法や効果的な周知方法などについても、啓発推進員と協力しながら進めていく。 

【Ａ委員】 

・他市町では、自治会などが推薦する形で推進員を選出する例もあるが、島田市ではそうした取

り組みはしないのか。 

【市民協働課】 

・市では、自治会や協議会、各種団体に様々な委員を依頼しているため、団体への負担を考える

と啓発推進員の推薦をお願いするのは難しいと考える。 

・義務（あて職）としてではなく、やりたいと思ってくださる方を公募する形で募りたい。 

【Ｂ委員】 

・啓発推進員は、やりたいと思っている人がやった方が良い。 

・参考事例としてだが、〇〇市は男女共同参画の地域推進員を地域から推薦してもらう形式を採

用していたが、経年につれ問題化し、市議会で議論されるまでの事態となった。 

・このため〇〇市では、公募による市民の参加と企業からの選出という２つの方法を取り入れて

いる。 

【市民協働課】 

・本年度は女性フォーラム開催にあたり、企業との意見交換会を実施した。その際、意識の高い

企業が多いことが確認できた。 

・企業からの選出という方法は、商工会議所から提供された事業所一覧や男女共同参画宣言事業

所への働き掛けなどにより可能と思うので、今後の参考にさせていただきたい。 

 

５ その他 

（１） 人材育成事業について 

・本年度、新たな取組として、「輝く人材育成事業 ～ 花咲くプロジェクト」を開催する。 

・広報しまだ 10月号、市ＨＰへの掲載、ＬＩＮＥ配信（11月 20日）を行った。 

・初回は、12月３日(水)に行う。 

・13人の申し込みがあった。 

・詳細は、チラシのとおり 

 

（２） 第３回男女共同推進委員会の開催について 

・日時 ： 令和８年３月４日(水) 19時から 

・場所 ： 市役所３階 大会議室西 

・近くなったら出席依頼通知を送付させていただく。ご出席くださるようお願いします。 

 

６ 閉会 
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以上 


